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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第38期
第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自 平成27年６月１日
至 平成28年２月29日

自 平成28年６月１日
至 平成29年２月28日

自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日

売上高 (千円) 9,415,536 10,223,282 13,576,719

経常利益 (千円) 637,735 509,627 1,419,246

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 411,453 334,695 884,358

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 406,704 333,445 895,556

純資産額 (千円) 6,037,069 6,454,369 6,525,922

総資産額 (千円) 17,544,855 18,280,939 17,174,308

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 45.71 37.18 98.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 34.2 35.0 37.7
 

 

回次
第38期
第３四半期
連結会計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年12月１日
至 平成28年２月29日

自 平成28年12月１日
至 平成29年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.14 6.86
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済環境は、政府による各種経済対策及び日本銀行による大規模

な金融緩和策を背景に、企業収益の改善や個人消費が底堅く推移するなど緩やかに回復を続けてまいりました。

一方で、米国における金融緩和の縮小や中国及び新興国の経済成長の鈍化等により、依然として先行き不透明な

状況となっております。

その状況の中、当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、平成28年春の大学入学者

数は61.8万人、大学生総数287.3万人（文部科学省「学校基本調査」による）といずれも過去最高水準を維持して

おります。引き続き、少子化時代にあっても安定的に推移する大学生市場においては、さまざまなサービス分野

において学生の多様化するライフスタイルとニーズに応える低廉で高品質なサービスが求められていると言えま

す。

このような市場環境の中で当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略的投資を促進するため、不動産デ

ベロップメント部門、不動産マネジメント部門及びエネルギーマネジメント部門の３部門からなる「不動産ソ

リューション事業」と課外活動ソリューション部門と人材ソリューション部門の２部門からなる「学生生活ソ

リューション事業」の２事業（セグメント）計５部門で事業展開を図っております。

主力事業である不動産ソリューション事業においては、景気動向の影響を比較的受けにくい不動産マネジメン

ト部門は、ますます高まる学生の安心・快適な住居ニーズに支えられ順調に推移し、不動産デベロップメント部

門においても、計画どおり販売用不動産の売却が進みました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は10,223,282千円（前年同四半期比8.6％増）、営業利益は

561,666千円（同20.1％減）、経常利益は509,627千円（同20.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

334,695千円（同18.7％減）となりました。

なお、営業利益等の利益は販売用不動産の物件売却益の減少により前年同四半期比が減少となっております

が、当初の計画を上回り順調に推移しております。
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①　売上高

当第３四半期連結累計期間の売上高は10,223,282千円（前年同四半期比8.6％増）となりました。セグメント別

には不動産ソリューション事業の売上高は7,359,929千円（同8.2％増）、学生生活ソリューション事業の売上高

は2,863,352千円（同9.5％増）となりました。また、部門別では、不動産デベロップメント部門は1,260,879千円

（同24.0％増）、不動産マネジメント部門は5,845,796千円（同5.7％増）、エネルギーマネジメント部門は

253,253千円（同1.3％増）、課外活動ソリューション部門は1,549,275千円（同1.7％増）、人材ソリューション

部門は1,314,077千円（同20.2％増）となりました。

なお、不動産デベロップメント部門における売上高の増加は、販売用不動産の売却が前年同四半期に比べ増加

したことによるものであります。

②　営業利益

当第３四半期連結累計期間の不動産ソリューション事業の売上総利益は1,503,340千円（前年同四半期比4.6％

減）、セグメント利益は758,396千円（同15.2％減）となりました。これは、主に不動産デベロップメント部門に

おける販売用不動産の物件売却益が前年同四半期に比べ減少したことによります。

また、学生生活ソリューション事業の売上総利益は1,434,136千円（同11.6％増）、セグメント利益は251,529

千円（同5.9％増）となりました。

その結果、各セグメントに配分していない全社費用448,259千円（同4.7％増）を調整し、全社の当第３四半期

連結累計期間の営業利益は561,666千円（同20.1％減）となりました。

③　経常利益

当第３四半期連結累計期間の営業外損益はマイナス52,039千円（前年同四半期はマイナス65,352千円）とな

り、その結果、当第３四半期連結累計期間の経常利益は509,627千円（前年同四半期比20.1％減）となりました。

④　親会社株主に帰属する四半期純利益

当第３四半期連結累計期間の特別損失に固定資産除却損524千円を計上したことにより、親会社株主に帰属する

四半期純利益は334,695千円（前年同四半期比18.7％減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は18,280,939千円となり前連結会計年度末に比べ1,106,631千円増加い

たしました。この増加の主な要因は、現金及び預金が598,144千円の増加、受取手形及び売掛金が409,634千円の

増加、仕掛品が74,208千円の増加、流動資産のその他が83,202千円の増加及び機械装置及び運搬具（純額）が

83,197千円減少したことによります。

負債合計は11,826,569千円となり前連結会計年度末に比べ1,178,183千円増加いたしました。この増加の主な要

因は、支払手形及び買掛金が267,875千円の増加、短期借入金が418,329千円の増加、流動負債のその他が819,655

千円の増加、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）が114,986千円の増加、未払法人税等が357,444千

円の減少及び社債（1年内償還予定の社債を含む）が81,200千円減少したことによるものであります。

また、純資産合計は6,454,369千円となり前連結会計年度末に比べ71,552千円減少いたしました。この減少の主

な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益334,695千円の計上、前期の剰余金の処分による配当金269,998千

円の支払及び中間配当金134,999千円の支払によるものであります。

その結果、自己資本比率は前連結会計年度の37.7％から35.0％となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,760,000

計 29,760,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,000,000 9,000,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 9,000,000 9,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年２月28日 ― 9,000,000 ― 775,066 ― 508,820

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　　8,998,600 89,986
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　　　1,400 － 同上

発行済株式総数 9,000,000 － －

総株主の議決権 － 89,986 －
 

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式42株が含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

② 【自己株式等】

平成29年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 岩佐　豊 平成28年10月23日
 

(注)　平成28年10月23日逝去により退任いたしました。

 

（2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性12名　女性１名　　（役員のうち女性の比率7.7％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年12月１日から平成

29年２月28日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年６月１日から平成29年２月28日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、双葉監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,657,710 5,255,854

  受取手形及び売掛金 282,534 692,169

  販売用不動産 ※１  3,299,179 ※１  3,319,165

  仕掛品 6,176 80,385

  貯蔵品 17,368 24,925

  その他 1,235,835 1,319,037

  貸倒引当金 △201 △82

  流動資産合計 9,498,602 10,691,454

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具（純額） 2,115,134 2,031,937

   その他（純額） ※２  3,086,691 ※２  3,031,393

   有形固定資産合計 5,201,826 5,063,330

  無形固定資産 582,185 579,929

  投資その他の資産   

   その他 1,878,714 1,936,756

   貸倒引当金 △53 △323

   投資その他の資産合計 1,878,660 1,936,432

  固定資産合計 7,662,673 7,579,693

 繰延資産 13,032 9,792

 資産合計 17,174,308 18,280,939

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 301,854 569,729

  短期借入金 461,671 880,000

  1年内返済予定の長期借入金 978,852 757,802

  1年内償還予定の社債 162,400 162,400

  未払法人税等 363,698 6,253

  賞与引当金 190,000 144,312

  その他 1,119,208 1,938,863

  流動負債合計 3,577,683 4,459,360

 固定負債   

  社債 648,700 567,500

  長期借入金 4,469,463 4,805,499

  役員退職慰労引当金 221,460 223,560

  その他 1,731,079 1,770,649

  固定負債合計 7,070,702 7,367,208

 負債合計 10,648,386 11,826,569
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年２月28日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 775,066 775,066

  資本剰余金 511,183 511,183

  利益剰余金 5,188,303 5,118,000

  自己株式 △17 △17

  株主資本合計 6,474,536 6,404,234

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 620 1,205

  その他の包括利益累計額合計 620 1,205

 非支配株主持分 50,765 48,930

 純資産合計 6,525,922 6,454,369

負債純資産合計 17,174,308 18,280,939
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成29年２月28日)

売上高 9,415,536 10,223,282

売上原価 6,554,726 7,285,805

売上総利益 2,860,810 2,937,477

販売費及び一般管理費 2,157,722 2,375,810

営業利益 703,087 561,666

営業外収益   

 受取利息 3,736 2,948

 受取配当金 218 214

 持分法による投資利益 6,339 6,574

 雑収入 7,089 8,822

 営業外収益合計 17,383 18,559

営業外費用   

 支払利息 57,969 49,887

 社債発行費等 15,783 9,458

 その他 8,982 11,252

 営業外費用合計 82,735 70,598

経常利益 637,735 509,627

特別損失   

 固定資産除却損 4,572 524

 特別損失合計 4,572 524

税金等調整前四半期純利益 633,163 509,102

法人税、住民税及び事業税 245,140 140,644

法人税等調整額 △20,480 35,597

法人税等合計 224,660 176,242

四半期純利益 408,503 332,860

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,950 △1,834

親会社株主に帰属する四半期純利益 411,453 334,695
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成29年２月28日)

四半期純利益 408,503 332,860

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,798 585

 その他の包括利益合計 △1,798 585

四半期包括利益 406,704 333,445

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 409,654 335,280

 非支配株主に係る四半期包括利益 △2,950 △1,834
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。　

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。　

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。　

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　該当事項はありません。　

 

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの)

　該当事項はありません。　

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日 至 平成29年２月28日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　販売用不動産から直接控除している減価償却引当金の額

 

 
前連結会計年度

(平成28年５月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成29年２月28日)

販売用不動産 77,504千円 72,224千円
 

 

※２　圧縮記帳額

　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりであり

ます。

 

 
前連結会計年度

(平成28年５月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成29年２月28日)

圧縮記帳額 13,125千円 13,125千円

（うち、有形固定資産その他） 13,125千円 13,125千円
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(四半期連結損益計算書関係)

経営成績の変動について

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年６月１日 至 平成29年２月28日）

〇売上高の季節的変動

当社グループでは、不動産マネジメント部門において、３月及び４月の入学シーズン時期にあわせた学生向け

賃貸住宅入居者募集関連売上により第４四半期連結会計期間（３月から５月まで）に売上高が増加する傾向があ

ります。また、人材ソリューション部門における連結子会社である株式会社ワークス・ジャパンにおいて、企業

の新卒採用活動が３月から開始することにより、人材ソリューション部門の売上高が第３四半期連結会計期間

（12月から２月まで）及び第４四半期連結会計期間（３月から５月まで）に集中する傾向があるため、第２四半

期連結累計期間（６月から11月まで）の利益は恒常的にマイナスとなります。

これらの季節性や、販売用不動産の売却の時期、売却の金額によっては、通期に占める第２四半期連結累計期

間（６月から11月まで）の連結営業利益等の各利益は、非常に小さくなるか、もしくはマイナスとなる可能性が

あります。

〇販売用不動産の売却売上高の変動

不動産デベロップメント部門において、販売用不動産の売却時期によっては、四半期の売上高及び利益が大き

く変動する場合があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年６月１日
至 平成28年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成29年２月28日)

減価償却費 269,296千円 294,509千円

販売用不動産の減価償却引当金繰入額 42,796千円 39,338千円

のれんの償却額 20,447千円 17,535千円

資産除去債務の時の経過による調整額 542千円 548千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年６月１日 至 平成28年２月29日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月25日
定時株主総会

普通株式 251,998 28 平成27年５月31日 平成27年８月26日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年６月１日 至 平成29年２月28日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月24日
定時株主総会

普通株式 269,998 30 平成28年５月31日 平成28年８月25日 利益剰余金

平成29年１月12日
取締役会

普通株式 134,999 15 平成28年11月30日 平成29年２月７日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年６月１日 至 平成28年２月29日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 

不動産ソリュ
ーション事業

学生生活ソリュ
ーション事業

計

売上高      

 外部顧客への売上高 6,799,628 2,615,908 9,415,536 － 9,415,536

　セグメント間の内部売上高

 又は振替高
－ － － － －

計 6,799,628 2,615,908 9,415,536 － 9,415,536

セグメント利益 893,825 237,530 1,131,355 △428,267 703,087
 

(注) １　セグメント利益の調整額△428,267千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年６月１日 至 平成29年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 

不動産ソリュ
ーション事業

学生生活ソリュ
ーション事業

計

売上高      

 外部顧客への売上高 7,359,929 2,863,352 10,223,282 － 10,223,282

　セグメント間の内部売上高

 又は振替高
－ － － － －

計 7,359,929 2,863,352 10,223,282 － 10,223,282

セグメント利益 758,396 251,529 1,009,926 △448,259 561,666
 

(注) １　セグメント利益の調整額△448,259千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年６月１日
至 平成28年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成29年２月28日)

　　１株当たり四半期純利益金額 45円71銭 37円18銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 411,453 334,695

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

411,453 334,695

    普通株式の期中平均株式数(株) 8,999,958 8,999,958
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

当社は、平成29年４月13日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。当該株式分割の内容は、次のとおりであります。

１．目的

　　投資家の皆様に、より投資しやすい環境を整えるため、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当

社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の割合及び時期：平成29年６月１日付をもって平成29年５月31日の株主名簿に記録された株主の所

有株式数を１株に付き２株の割合をもって分割する。

３．分割により増加する株式数   普通株式9,000,000株

４．前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそ

れぞれ次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
至　平成28年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年６月１日
至　平成29年２月28日)

　　１株当たり四半期純利益金額 22円85銭 18円59銭
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

 
第39期（平成28年６月１日から平成29年５月31日まで）中間配当について、平成29年１月12日開催の取締役会にお

いて、平成28年11月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               134,999千円

②　１株当たりの金額      　                     15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成29年２月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年４月14日

株式会社毎日コムネット

取締役会  御中

 

双 葉 監 査 法 人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　　　直　　仁   印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   菅　　野　　　豊   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社毎日コ

ムネットの平成28年６月１日から平成29年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年12月１日か

ら平成29年２月28日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年６月１日から平成29年２月28日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社の平成29年２月28日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成29年４月13日開催の取締役会において、平成29年６月１日付で

株式分割することを決議している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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